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経済産業省の知的財産戦略に係る最近の取組みについて

• 経済産業省においては、総合科学技術会議知的財産戦略専門調査会の中間まとめ
や知的財産戦略大綱等を踏まえつつ、知的財産関連に係る各種政策について積極
的に取り組んでいるところ。

• 最近のこれらの取り組み状況は、以下の通り。

• 経済産業省においては、総合科学技術会議知的財産戦略専門調査会の中間まとめ
や知的財産戦略大綱等を踏まえつつ、知的財産関連に係る各種政策について積極
的に取り組んでいるところ。

• 最近のこれらの取り組み状況は、以下の通り。

– 特許庁においては、重点４分野を含む８分野に対する日米欧の特許出願動向等の、より
充実した特許出願動向の公表に向けて準備中。

– また、特許情報から技術動向を分析した「特許出願技術動向調査分析報告書」をまとめ、
研究開発課題の選定にあたって特許情報の利用を促進。

Ⅰ．国の研究開発投資に対応した知的財産の確保と活用
　１．知的財産情報を活用した戦略的な研究開発

• 知的財産を活用した戦略的な研究開発を促進するため、特許情報等の提供を促進
しているところ。

• 知的財産を活用した戦略的な研究開発を促進するため、特許情報等の提供を促進
しているところ。
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２．研究開発成果の権利化・技術移転の促進

• 研究開発成果の権利化・技術移転の促進を図るため、大学・ＴＬＯ・中小企業に係る特
許関連費用の確保に向け予算要求を行うとともに、人材確保、セミナーの実施等を引き
続き実施。

• また、日本版バイドールの適用拡大については、各省連携により取り組んでいるところ。

• 研究開発成果の権利化・技術移転の促進を図るため、大学・ＴＬＯ・中小企業に係る特
許関連費用の確保に向け予算要求を行うとともに、人材確保、セミナーの実施等を引き
続き実施。

• また、日本版バイドールの適用拡大については、各省連携により取り組んでいるところ。

• 特許出願・維持費用の確保（費用）

– ＴＬＯにおける海外出願、国際（ＰＣＴ）出願費用の確保については、平成１５年度予算で要求
するとともに、中小企業向け研究開発補助金においては、平成１５年度予算要求において新
たに特許取得推進枠の創設を要求。

• 知的財産権利化・活用支援人材確保と体制整備（人材・体制）、特許出願手続き等の支
援（手続き）

– ＴＬＯへの知的財産に関する専門家等の派遣事業に係る予算について、平成１５年度も要求。

– 大学・公的研究機関等に対して、知的財産に係る各種セミナーを開催。

– 産業技術総合研究所においては、研究者の知的財産権に関する意識の啓発のため、各種知
財セミナーを開催。また、内部評価において特許取得について評価項目として採用。

– パソコン電子出願の利用を促進するため、１２００の大学学部等に対して、説明書等の資料を
送付する予定。

• 産業活力再生特別措置法第３０条（日本版バイドール条項）の適用の拡大

– 日本版バイドールの全ての委託研究開発制度への適用については、各省連絡会を開催し、
実施に向けて検討。（参考１）

– ソフトウェア開発事業の成果帰属の在り方については、本年９月から検討会の開催を準備中。

– 第三者への独占的ライセンスの審査に係る規定については、米国バイドール同様の措置を本
年度から導入済み。
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３．産学官連携推進のための知的財産の在り方

• 産学官連携推進のための知的財産の取扱いについては、産業技術総合研究所にお
いて、産学官連携に向け、先進的に取り組むとともに、大学での知的財産の権利化・
移転を支援すべく、ＴＬＯの機能強化を図っているところ。

• 産学官連携推進のための知的財産の取扱いについては、産業技術総合研究所にお
いて、産学官連携に向け、先進的に取り組むとともに、大学での知的財産の権利化・
移転を支援すべく、ＴＬＯの機能強化を図っているところ。

• 大学・公的研究機関における知的財産の取扱い

– 産業技術総合研究所においては、研究データ・論文等の研究成果物が法人に帰属すること
を既に制定済みの「研究成果物取扱規程」において明記するとともに、研究マテリアルに関
しては、「研究成果物等取扱規程」に加えて、本年度中に「研究試料取扱規程」を定める予
定。また、これらの規程において、法人と外部との間で研究成果物等の利用についてのルー
ルを明記。

– 共同研究等の際の発明者の明確化に関しては、日本の判例、諸外国の制度について調査
研究を進めているところ。

• 知的財産の権利化・移転の支援

– 産業技術総合研究所においては、インセンティブとして研究者個人に知的財産権収入の１
／４（上限なし）を配分する制度を導入済み。また、産総研イノベーションズ（ＴＬＯ）を通じた
技術移転を促進中。

– また、大学の知的財産の権利化・移転を支援するためのＴＬＯの機能強化については、予算
充実の措置を図っているところ（参考２）。

－３－



Ⅱ．先端技術分野における知的財産の保護と活用

• ライフサイエンス分野などの先端技術分野における知的財産の保護、活用を図るた
め、タンパク質関連の国際調和に向けた取組みや事例集の作成、また、先端医療技
術に係る検討等を進めているところ。なお、情報通信分野においては、コンテンツ分
野の予算措置に取り組むとともに、中間まとめの指摘を踏まえて検討。

• ライフサイエンス分野などの先端技術分野における知的財産の保護、活用を図るた
め、タンパク質関連の国際調和に向けた取組みや事例集の作成、また、先端医療技
術に係る検討等を進めているところ。なお、情報通信分野においては、コンテンツ分
野の予算措置に取り組むとともに、中間まとめの指摘を踏まえて検討。

Ⅲ．知的財産関連の人材の育成

• 知的財産関連の人材育成として、教育向け普及啓発や起業家・経営人材の育成に取
り組んでいるところ。

• 知的財産関連の人材育成として、教育向け普及啓発や起業家・経営人材の育成に取
り組んでいるところ。

– 学校における知的財産教育の推進としては、小・中・高校生・教職員向けセミナーを実施するととも
に、全国の小中学校・高校に副読本や標準テキストの配布希望調査を実施予定。また、本年より、
知的財産教育手法等を確立するための教育研究を開始。

– また、大学等の教育機関と産業界が一体となった起業家・経営人材育成について、本年度に引き
続き、来年度においても予算要求中。

Ⅳ．関連基盤の整備

• 迅速・的確な審査や知的財産裁判の充実・迅速化、営業秘密の保護強化等に向け、

産業構造審議会に検討の場を設け、議論を行っているところ。

• 迅速・的確な審査や知的財産裁判の充実・迅速化、営業秘密の保護強化等に向け、

産業構造審議会に検討の場を設け、議論を行っているところ。

－４－
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日本版バイ・ドールの適用拡大について日本版バイ・ドールの適用拡大について日本版バイ・ドールの適用拡大について日本版バイ・ドールの適用拡大について
（１）概要

• 日本版バイ・ドールについては、これまで適用されているのが一部の省庁に限られて
いたため、本知的財産戦略専門調査会の中間まとめにおいて、本年度中に原則適
用すべき旨方向が示されたところ。

• 産業活力再生特別措置法第３０条（いわゆる日本版バイ・ドール）については、平成１
１年１０月に導入され、これまで産業界等から高い評価を得てきているところ。

• 一方、日本版バイ・ドールについては、これまで適用されていたのが一部の省庁に限
られていたため、本知的財産戦略専門調査会の中間まとめ（平成１４年６月）におい
ては、以下の通り示されたところ。

– 「知的財産の戦略的権利化、事業の促進を図るため、国・特殊法人等の委託に
よる研究開発の成果たる知的財産権を受託者に帰属出来るという、産業活力再
生特別措置法第３０条（いわゆる日本版バイ・ドール条項）を平成１４年度中に、
各省庁の全ての委託研究開発制度に適用する。」

• これを踏まえて、経済産業省では、主要関係省庁からなる日本版バイ・ドール各省連
絡会において、各省庁の取組の現状と今後の方向性について調査を提案し、この度
とりまとめたところ。

（参考１）
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（２）各省の取り組み状況

• 昨年度は、経済産業省、防衛庁、総務省、環境省、警察庁はほぼ全て適用済みであり、
この結果、主要省庁の委託研究合計の５７％が適用済みであった。

• 各省庁とも本年度中に可能な限り日本版バイ・ドールを適用することとしており、特に、
年当初から防衛庁が原則全て適用したことから、委託研究の少なくとも約８割は適用さ
れると見込まれる。

• 経済産業省としては、引き続き適用状況等に係る各省との情報交換を進めていく予定。

ﾊﾞｲﾄﾞｰﾙ適用 ﾊﾞｲﾄﾞｰﾙ非適用 合計（全体での割合）
経済産業省 　　１９６７ 　　　　３８ 　　２００５（４３％）
防衛庁(注３) 　　　　　０ 　　１０８６ 　　１０８６（２３％）
文部科学省 　　　２１０ 　　　７８４ 　　　９９４（２１％）
総務省 　　　２６８ 　　　　　１ 　　　２６９（５．７％）
農林水産省 　　　１５７ 　　　　２６ 　　　１８３（３．９％）
国土交通省 　　　　　４ 　　　　７５ 　　　　７９（１．７％）
厚生労働省 　　　　２７ 　　　　２６ 　　　　５３（１．１％）
環境省 　　　　２５ 　　　　　０ 　　　　２５（０．５％）
警察庁 　　　　　６ 　　　　　０ 　　　　　６（０．１％）
合計 　　２６６４

　　　　（５７％）
　　２０３６
　　　　（４３％）

　　４７００
　　　（１００％）

主要省庁の委託研究開発における日本版バイ・ドール適用状況（平成１３年度実績）

（出典）主要省庁からの資料より、経済産業省作成。平成１３年度実績。
（注１）国からの「直接委託分」と、国から出資・補助等を受けた国研、独法、特殊法人からの「間接委託分」についての合計。（ただし、一部省庁においては、独
法からの間接委託は含まれておらず、現在調査中。）
（注２）国立大学への委託など、日本版バイドール適用ではないものの実質上委託先に知的財産権を帰属させているものについては、「バイドール適用」にカウ
ントした。
（注３）防衛庁は平成１４年度当初から原則全て適用。

単位：億円
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　平成１０年の大学等技術移転促進法に基づき、これまでに国立大学及び私立大学等を対象に２７２７２７２７

のＴＬＯ（技術移転機関）のＴＬＯ（技術移転機関）のＴＬＯ（技術移転機関）のＴＬＯ（技術移転機関）を文科省と共同で承認し、これらＴＬＯに対し助成等支援措置を講じてきたと

ころ。

　平成１０年の大学等技術移転促進法に基づき、これまでに国立大学及び私立大学等を対象に２７２７２７２７

のＴＬＯ（技術移転機関）のＴＬＯ（技術移転機関）のＴＬＯ（技術移転機関）のＴＬＯ（技術移転機関）を文科省と共同で承認し、これらＴＬＯに対し助成等支援措置を講じてきたと

ころ。

ＴＬＯの機能強化についてＴＬＯの機能強化についてＴＬＯの機能強化についてＴＬＯの機能強化について

１．主な支援措置１．主な支援措置１．主な支援措置１．主な支援措置

○大学等技術移転促進費補助金○大学等技術移転促進費補助金○大学等技術移転促進費補助金○大学等技術移転促進費補助金　平成１５年度予算要求額１２億円１２億円１２億円１２億円（２．５億円）（２．５億円）（２．５億円）（２．５億円）
　承認ＴＬＯに対する技術移転事業に必要な資金補助(2/3)を大幅拡充、さらに国外への
特許出願補助を新たに追加

○大学等技術移転促進費補助金○大学等技術移転促進費補助金○大学等技術移転促進費補助金○大学等技術移転促進費補助金○大学等技術移転促進費補助金○大学等技術移転促進費補助金○大学等技術移転促進費補助金○大学等技術移転促進費補助金　　平成１５年度予算要求額平成１５年度予算要求額１２億円１２億円１２億円１２億円１２億円１２億円１２億円１２億円（２．５億円）（２．５億円）（２．５億円）（２．５億円）（２．５億円）（２．５億円）（２．５億円）（２．５億円）
　承認ＴＬＯに対する技術移転事業に必要な資金補助(2/3)を大幅拡充、さらに国外への
特許出願補助を新たに追加

○大学発事業創出実用化開発事業○大学発事業創出実用化開発事業○大学発事業創出実用化開発事業○大学発事業創出実用化開発事業　平成１５年度予算要求額４２億円４２億円４２億円４２億円（２２億円）（２２億円）（２２億円）（２２億円）
　大学等の研究成果の実用化を促進するための研究開発に対し、補助(2/3)する。
○大学発事業創出実用化開発事業○大学発事業創出実用化開発事業○大学発事業創出実用化開発事業○大学発事業創出実用化開発事業○大学発事業創出実用化開発事業○大学発事業創出実用化開発事業○大学発事業創出実用化開発事業○大学発事業創出実用化開発事業　　平成１５年度予算要求額平成１５年度予算要求額４２億円４２億円４２億円４２億円４２億円４２億円４２億円４２億円（２２億円）（２２億円）（２２億円）（２２億円）（２２億円）（２２億円）（２２億円）（２２億円）
　大学等の研究成果の実用化を促進するための研究開発に対し、補助(2/3)する。

○大学発ベンチャー経営等支援事業○大学発ベンチャー経営等支援事業○大学発ベンチャー経営等支援事業○大学発ベンチャー経営等支援事業　平成１５年度予算要求額１．５億円１．５億円１．５億円１．５億円（１．５億円）（１．５億円）（１．５億円）（１．５億円）
　大学の研究者等に対し、ＴＬＯを通じ、経営面の専門家派遣を行う。
○大学発ベンチャー経営等支援事業○大学発ベンチャー経営等支援事業○大学発ベンチャー経営等支援事業○大学発ベンチャー経営等支援事業○大学発ベンチャー経営等支援事業○大学発ベンチャー経営等支援事業○大学発ベンチャー経営等支援事業○大学発ベンチャー経営等支援事業　　平成１５年度予算要求額平成１５年度予算要求額１．５億円１．５億円１．５億円１．５億円１．５億円１．５億円１．５億円１．５億円（１．５億円）（１．５億円）（１．５億円）（１．５億円）（１．５億円）（１．５億円）（１．５億円）（１．５億円）
　大学の研究者等に対し、ＴＬＯを通じ、経営面の専門家派遣を行う。

○承認ＴＬＯに対する特許料等の軽減（１／２減額）○承認ＴＬＯに対する特許料等の軽減（１／２減額）○承認ＴＬＯに対する特許料等の軽減（１／２減額）○承認ＴＬＯに対する特許料等の軽減（１／２減額）○承認ＴＬＯに対する特許料等の軽減（１／２減額）○承認ＴＬＯに対する特許料等の軽減（１／２減額）○承認ＴＬＯに対する特許料等の軽減（１／２減額）○承認ＴＬＯに対する特許料等の軽減（１／２減額）

○承認ＴＬＯに対する国立大学施設の無償使用措置　○承認ＴＬＯに対する国立大学施設の無償使用措置　○承認ＴＬＯに対する国立大学施設の無償使用措置　○承認ＴＬＯに対する国立大学施設の無償使用措置　：　１７機関１７機関１７機関１７機関（平成１４年６月現在）○承認ＴＬＯに対する国立大学施設の無償使用措置　○承認ＴＬＯに対する国立大学施設の無償使用措置　○承認ＴＬＯに対する国立大学施設の無償使用措置　○承認ＴＬＯに対する国立大学施設の無償使用措置　：　１７機関１７機関１７機関１７機関１７機関１７機関１７機関１７機関（平成１４年６月現在）

（（（（注）括弧内は平成１４年度予算注）括弧内は平成１４年度予算注）括弧内は平成１４年度予算注）括弧内は平成１４年度予算

－７－

（参考２）



民間企業（事業化）民間企業（事業化）民間企業（事業化）民間企業（事業化）

実施許諾実施許諾実施許諾実施許諾 ロイヤリティロイヤリティロイヤリティロイヤリティ

　文部科学省で検討中である「大学知的財産本部」による大学の知財戦略の企画立案機能強化と

密接な連携を図りつつ、国立大学の法人化後も引き続き、国公立大学、私立大学を問わず、学内

外のＴＬＯ活動を支援していく予定。

　文部科学省で検討中である「大学知的財産本部」による大学の知財戦略の企画立案機能強化と

密接な連携を図りつつ、国立大学の法人化後も引き続き、国公立大学、私立大学を問わず、学内

外のＴＬＯ活動を支援していく予定。

大学の知的財産本部とＴＬＯの連携大学の知的財産本部とＴＬＯの連携大学の知的財産本部とＴＬＯの連携大学の知的財産本部とＴＬＯの連携

２．大学の知財本部とＴＬＯの連携強化２．大学の知財本部とＴＬＯの連携強化２．大学の知財本部とＴＬＯの連携強化２．大学の知財本部とＴＬＯの連携強化

知的財産本部知的財産本部知的財産本部知的財産本部 ＴＬＯＴＬＯＴＬＯＴＬＯ

ＴＬＯ法に基づく特定大学技術移転事業ＴＬＯ法に基づく特定大学技術移転事業ＴＬＯ法に基づく特定大学技術移転事業ＴＬＯ法に基づく特定大学技術移転事業

　出願件数　　１１４５件出願件数　　１１４５件出願件数　　１１４５件出願件数　　１１４５件
　実施許諾件数　２３１件　実施許諾件数　２３１件　実施許諾件数　２３１件　実施許諾件数　２３１件
　ロイヤリティ収入３億円　ロイヤリティ収入３億円　ロイヤリティ収入３億円　ロイヤリティ収入３億円
　実施許諾による　実施許諾による　実施許諾による　実施許諾による経済効果は、１００億円程度と推定経済効果は、１００億円程度と推定経済効果は、１００億円程度と推定経済効果は、１００億円程度と推定

平成１３年度技術移転実績平成１３年度技術移転実績平成１３年度技術移転実績平成１３年度技術移転実績

（承認ＴＬＯの技術移転実績）（承認ＴＬＯの技術移転実績）（承認ＴＬＯの技術移転実績）（承認ＴＬＯの技術移転実績）

　支援により、当該大学ＴＬＯによる技術移転活動の実績は着実

に進展、技術移転による新市場創出成果が挙がりつつある。

　支援により、当該大学ＴＬＯによる技術移転活動の実績は着実

に進展、技術移転による新市場創出成果が挙がりつつある。

273

618

73

208

1,145

37

128,201

300,061

20,394

0

200

400

600

800

1,000

1,200

平成１１年度 平成１２年度 平成１３年度

-

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

300,000

350,000

国内出願件数 外国出願件数 ロイヤリティ収入
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（件） （千円）

（（（（企画立案中心）企画立案中心）企画立案中心）企画立案中心） （（（（実務面中心）実務面中心）実務面中心）実務面中心）
連携連携連携連携

等等等等



ライフサイエンス分野における取組について

１．ライフサイエンス発明に関する審査基準の国際調和に向けた取組１．ライフサイエンス発明に関する審査基準の国際調和に向けた取組１．ライフサイエンス発明に関する審査基準の国際調和に向けた取組１．ライフサイエンス発明に関する審査基準の国際調和に向けた取組１．ライフサイエンス発明に関する審査基準の国際調和に向けた取組１．ライフサイエンス発明に関する審査基準の国際調和に向けた取組１．ライフサイエンス発明に関する審査基準の国際調和に向けた取組１．ライフサイエンス発明に関する審査基準の国際調和に向けた取組

２．タンパク質の立体構造・機能解析関連発明の審査事例集の作成・公開２．タンパク質の立体構造・機能解析関連発明の審査事例集の作成・公開２．タンパク質の立体構造・機能解析関連発明の審査事例集の作成・公開２．タンパク質の立体構造・機能解析関連発明の審査事例集の作成・公開２．タンパク質の立体構造・機能解析関連発明の審査事例集の作成・公開２．タンパク質の立体構造・機能解析関連発明の審査事例集の作成・公開２．タンパク質の立体構造・機能解析関連発明の審査事例集の作成・公開２．タンパク質の立体構造・機能解析関連発明の審査事例集の作成・公開

３．先端医療技術の特許化と関連する制度整備３．先端医療技術の特許化と関連する制度整備３．先端医療技術の特許化と関連する制度整備３．先端医療技術の特許化と関連する制度整備３．先端医療技術の特許化と関連する制度整備３．先端医療技術の特許化と関連する制度整備３．先端医療技術の特許化と関連する制度整備３．先端医療技術の特許化と関連する制度整備

●　再生医療、遺伝子治療関連技術等の特許法上の取扱いを明確化すべく、先端医
療技術の特許化の是非と関連する制度整備（法改正及び審査基準改訂）の必要性に
関して産業構造審議会知的財産政策部会特許制度小委員会の下に専門のワーキング
グループを設置し、集中的に検討を行い２００２年度中を目途に結論を得る予定。

●　タンパク質の立体構造に関連する発明について、２００２年度中に審査事例集
を作成、公表すべく現在作業中。

●　２００２年５月、日米欧三極特許庁専門家会合の場において、日本からの提案
により、タンパク質立体構造関連発明について、共通の仮想出願について各庁で
審査運用の比較研究を行うことで合意。２００２年１１月の日米欧三極特許庁長
官会合において報告書を採択、公表すべく現在作業中。

（参考３）

－９－


